
第97期事業報告書　
（平成12年4月1日から平成13年3月31日まで）
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新社長としての重要課題

歴史的な転換点でもある新世紀の始まりの本年4月か

ら社長として業務執行に携わることとなり、その責任の

大きさを感じるとともに、大きなやりがいと希望を抱い

ております。

現在展開している全社的な方針や経営計画につきま

しては、前社長が築いてまいりました従来の路線を堅持

し、引き続き企業価値の向上のために努力してまいる

所存です。

当社では平成11年度は、キャッシュフロー重視の経

営、選択と集中という方針のもとに事業を峻別し、営業

利益の改善を図り、業績のV字回復を図りました。この

成果とともに、21世紀の変革に対応するために平成

12年 1月には経営計画のキーワードを SPEED、

ALLIANCE（提携）、NETWORKとして、

2001年4月よりコニカは新しい経営陣

による体制がスタート。加速するデジタル

化の中でシンプル、スピード、フレキシビ

リティーを武器に「見えるコニカ」を目指

します。

株主の皆様へ
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1）企業価値の増大

2）経営基盤、財務体質の強化

3）各事業におけるデジタル化の促進と成長事業分野へ

の全社リソースの重点配分

4）積極的な提携

これらを基本方針とする、4カ年中期経営計画「SAN

プラン2003」を策定しました。

そして今年１月には、この中期経営計画の取り組み

状況につき検証し、「SANプラン2003」を基本とし

て今年度の経営課題を新たに追加し、「SANプラン

2004」へとレベルアップして中期計画の着実な実行

を目指します。

経営計画の進捗状況と

達成のために

「ＳＡＮプラン」はその初年度をほぼ順調に滑り出しまし

たが、これからの数年間は、21世紀のコニカグループ

の盛衰を左右する大変重要な期間と考えております。こ

の中期計画を羅針盤として経営の舵取りをしていくわけ

ですが、私はこの達成のための原動力は人とその意識

にあると考えます。

大きな変革のうねりの中にあって、コニカグループ

をより一層活力のある企業集団にしていこうと考えて

います。

一人ひとりが、ファイティングスピリットをもち、現状

にあまんじることなくナンバーワンになることに強い

執念を抱く闘志みなぎる集団を目指します。

そのために必要な意識は「シンプル、スピード、フレキ

シビリティー」であります。言動、しくみ、組織などすべ

ての基本は「シンプル」がベストと考えます。すさまじい

勢いで顧客や市場が変化するなか、競争に勝つための

最大の武器は「スピード」です。めまぐるしい変化に対応

するために必要なもの、それは自らをも変革する「フレ

キシビリティー」です。つねにこれらを意識し、戦う姿勢

を全面に出していけば必ず大きな展望が開けていくも

のと確信しています。

3
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「見えるコニカ」

また、前社長が取り組んでまいりました、経営の透明

度を高めるという方針をさらに進めます。目指す姿は、

「見えるコニカ」です。株主の皆様をはじめ、顧客、地域

住民、取引先、従業員など当社に関わるすべての人たち

にとって、オープンでフェアな企業、また透明度の高い

企業にしていきます。

新社長として、数々の目標の達成に全力で邁進し、

イメージングソリューションカンパニーとしてのコニカを

確立してまいります。株主の皆様におかれましては、尚

一層のご支援、ご鞭撻を賜りますよう心からお願い申し

上げます。

平成13年6月

代表取締役社長

岩居文雄

1963年 入社

1983年 事務機事業部八王子工場

製造部長

1988年 カメラ事業部長

1991年 情報機器事業本部

機器販売事業部長

1992年 取締役情報機器事業本部長

兼同本部機器販売事業部長

1996年 常務取締役情報機器事業本部長

兼同本部機器販売事業部長

1999年 専務取締役

2000年 代表取締役専務

コンシュマーイメージングカンパニー／

オフィスドキュメントカンパニー／カメラ＆

デジタルフォト事業グループ／ IJT事業推

進センター担当兼執行役員コンシュマー

イメージングカンパニープレジデント

2001年 代表取締役社長

新社長プロフィール
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■ 営業の経過と成果

当期における世界の経済は、各地域と

も概ね好調に推移しておりましたが、

昨秋よりそれまで景気の牽引役であっ

た米国を中心とするIT関連産業が一

転して調整局面に入り、先行き非常に

厳しい見通しとなりつつあります。

わが国の経済は、民間の設備投資

の一部に回復がみられたものの、個

人消費の回復が遅れ、後半には株価

が低迷するなど、景気回復感の乏しい

状況が続きました。

当社では昨年、平成16年3月期ま

での4カ年中期経営計画「SANプラ

ン2003」を策定しました。当期はそ

の遂行の初年度でしたが、その経営方

針に沿って成長分野の事業は着実に

拡大し、デジタル化・ネットワーク化に

対応した製品の売上比率も大幅に増

加して収益力も向上するなど、順調に

推進や販売費及び一般管理費の削減

を推進した結果、営業利益は178億

円と前期比32億円の増益（22.3％

増）、経常利益は171億円と前期比

69億円の増益（67.6％増）となり、当

初の目標を達成することができました。

一方で新会計基準への対応として、

退職給付会計導入にともなう会計基

準変更時差異の一括償却を目的とし

て、当社の保有する株式の一部を拠

出して退職給付信託を204億円で設

定しました。信託設定に係わる特別利

益88億円を計上するとともに会計基

準変更時差異204億円を一括して特

別損失として計上いたしました。

また、金融商品に係わる会計基準

に則り、保有している有価証券につい

て新基準による時価評価を全面適用

し、投資有価証券評価損23億円を計

上しております。併せて子会社株式評

価損47億円計上いたしました。さら

に、資産効率改善のために賃貸中で

あった室町センタービル等を売却し、

固定資産売却益を85億円計上して

おります。その結果、当期の特別利益

は185億円、特別損失は304億円

となりました。

以上により、当期利益は36億円で、

その成果が現れました。また6月には

コーポレートガバナンス充実のため

に、取締役会の改革と同時に執行役

員制を導入いたしました。

平成10年よりグループのキャッ

シュフロー改善を最大のテーマとして

取り組んでまいりましたが、当期は連

結ベースで428億円のフリーキャッ

シュフロー（注1）を創出し、連結有利子

負債（注2）は当初目標としておりました

2,000億円を大きくクリアし1,819

億円まで削減できました。

当期の米ドル及びユーロの平均

レートは、それぞれ 109.69 円、

100.58 円と前期に比べ米ドルが

2.0％、ユーロは14.2％の円高とな

り、当社の業績に大きく影響を及ぼし

ましたが、売上高は3,452億円と前

期比48億円（1.4％増）の増収とな

りました。合理化によるコストダウンの

カメラ・
光学部門

18.0％
情報機器部門

26.0％

感光材料・
感材機器部門

56.0％

輸　出
54.1％

国　内
45.9％

事業構成比 国内外売上高比率

営業の概況
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前期比10億円の減益（22.4％減）と

なりました。

（注1）フリーキャッシュフロー：連結キャッシュフ
ロー計算書における営業活動によるキャッ
シュフロー及び投資活動によるキャッシュ
フローの合計額。

（注2）有利子負債: 短期借入金、長期借入金及び
社債の合計額

感光材料・感材機器部門

当部門の売上高は1,934億円（前期

比1.2％減）となりました。

コンシューマーイメージングカンパニー

カラーフィルムや印画紙を取り扱う

コンシューマーイメージングカンパ

ニーでは、世界最高レベルの実効感

度と長期保存性能を実現したカラー

フィルム「コニカカラーニューセンチュ

リア800ズームスーパー」をはじめ、

さまざまなシーンに威力を発揮する

リバーサルフイルムの新シリーズ

「コニカクロームSINBI（シンビ）」等

の新製品を発売し、ラインアップをさ

らに充実させました。

フィルムのビジネスでは、国内では

レンズ付フィルムも含め価格の下落

が続き大変厳しい環境が続いており

ますが、海外市場では成長性が高く、

且つ当社のシェアの高いアジアを中

心に拡販に努めました。

一方で、インターネットの普及、通

信インフラの向上や、デジタルカメラ

の著しい伸びにより、欧米を中心にオ

ンラインフォトサービスへの期待が高

まり始めました。北米では、複数の大

手ネットサービスプロバイダーと提携

し、フォトネットプリンティングビジネ

スの開始に向けて準備を始めました。

国内では、全国ネットで展開している

ミニラボ店「コニカフォトエクスプレス

店」、「コニカデジタルフォトエクスプ

レス店」を中心に、店頭でのデジタル

サービスをはじめとするお客様の多

様なニーズにお応えできる体制を整

えました。

メディカル＆グラフィックカンパニー

メディカルイメージング製品では、需

要の大幅な伸びが期待できず、厳しい

環境でありましたが、病院内のネット

ワーク化・デジタル化に対応し、しかも

画質が良いと評判の「コニカレーザー

イメージャDRYPRO Model 722」

（高精細デジタル画像出力機）、「コニカ

ダイレクトデジタイザRegius Model

150」（カセッテタイプの高精細デジ

タル画像撮影装置）の販売が好調でし

た。機器の販売増にともない、ドライ

フィルムも大幅に出荷を伸ばし、フィ

ルム全体の販売も好調でした。

グラフィックイメージング製品は、

国内では景気低迷と異業種からの参

入による競争激化が一層進み厳しい

環境が続いており、減収となりました。

一方で海外は拡販により増収とな

りました。コスト競争力強化のために

生産拠点の集中化に着手し、同時に

当社が高い評価を得ているカラープ

ルーフ（校正）市場へのさらなる展開

により収益性の強化を図りました。

インクジェット事業グループ

中期経営計画の中でインクジェット事

業をコニカの戦略事業の一つとして

位置づけ、ネットワーク化時代の高画

質の画像出力手段としてその技術を

確立し、大型新規事業となるよう育成

中であります。高速・高画質のヘッドと

インク、及び高精度塗布技術を軸とし

たメディアの三位一体の開発を推進

しており、すでに市場で好評を博して

おりますインクジェット用高級光沢紙

が大きく伸張し、さらにヘッドとイン

クのコンポーネント事業も順調に立

ち上がりました。
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EM（電子材料）＆ID事業グループ

昨年3月神戸に新工場を竣工させ、成

長の著しい IT関連商品として液晶偏

光板用TAC（トリアセチルセルロース）

フィルム事業に本格的に参入しました。

新工場は順調に稼働し、さらに生産

能力の増強を図っており、市場の厳し

い品質要求に十分応える生産技術を

確立いたしました。当期の後半に、米

国経済の減速の影響を受け液晶パネ

ルの需要は一時的にその伸びが鈍化

しましたが、当期の売上高は前年に比

べ大幅に伸びております。

情報機器部門

当部門の売上高は897億円（前期比

1.2％増）となりました。

オフィスドキュメントカンパニー

デジタル複写機（Sitiosシリーズ）の

新製品として中速デジタル複合機

「コニカＳitios 7025/7035」を相

次ぎ発売し、フルラインアップ化が整

いました。特に、「Ｓitios7035」は当

社独自開発の重合トナー搭載により、

世界最高レベルの画質を実現いたし

ました。

これら複合機は、ネットワークを通

じた強力な入出力機能を有し、文書

管理ソフト等の多数のアプリケーショ

ンソフトとともに、ソリューション販売

を促進いたしました。ネットワーク化

時代におけるオフィスのさらなるソ

リューションビジネス展開のために、

米国西海岸に引き続き、当期はドイツ

に欧州ソリューションセンターを設置

し、ソフト開発と販売のサポートを強

化しました。

昨年4月には、ミノルタ株式会社と

の業務提携を発表し、12月には同社

との重合トナー生産の合弁事業、さら

に部品の共同購入、製品の相互供給、

開発提携等を開始しております。

カメラ・光学部門

当部門の売上高は620億円（前期比

10.8％増）となり、前期に引き続き

増加いたしました。

オプトテクノロジーカンパニー

光ディスク用非球面プラスチックレン

ズは、当期の後半に米国のパソコンを

中心とする先端事業分野における商

品の在庫調整や景気の減速が影響し、

一時的に伸びが鈍化しましたが、通期

では前年に比べて売上高、数量とも

に2桁の伸びを見せました。またレー

ザープリンタの走査光学系レンズ等

のオプティカルコンポーネント、並び

にカメラのレンズユニットを中心とす

るオプティカルユニットは引き続き堅

調に推移いたしました。さらに3.5型

MOドライブにつきましては640MB

のUSB対応機種を11月から出荷し

ております。

カメラ＆デジタルフォト事業グループ

フィルムカメラ需要は国内と欧米を中

心に大幅に減少し、当社においてもこの

分野は数量、金額ともに減少いたしま

した。その中で、「コニカHEXAR RF」

と「コニカRevio CL」は平成12年度

グッドデザイン賞に選定されました。

デジタルカメラは、大幅に需要が伸

びるなか、当社の製品の評価は高く、

OEM供給で引き続き売上高を大幅

に伸ばしております。また、コニカブラ

ンドのデジタルカメラ「コニカ e-mini

シリーズ」を発売しました。

■ 設備投資の状況

当期の設備投資の総額は154億円

であります。主なものは、東京事業場

（八王子）の光ディスク用非球面プラス

チックレンズ生産設備の増設、神戸事

営業の概況
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業場の液晶偏光板用ＴＡＣフィルム新

工場の増設、甲府事業場の医療用フィ

ルム工場の建設工事等であります。

■ 資金調達の状況

フリーキャッシュフロー創出による有

利子負債の削減を推進しており、創出

したフリーキャッシュフローの範囲内

で、設備投資等を実施し、新たな資金

調達は行いませんでした。

■ 会社が対処すべき課題

今後の見通しとしては、国内のデフレ

経済が続き、世界の景気の急速な減

速等大変厳しい状況にあります。また

デジタル技術の急進、IT革命等によっ

て業種を越えたグローバルでの競争

が激化し、当社を取り巻く環境は急速

に変化するものと予測しております。

このような困難な環境に対応するた

めに「SANプラン2004」で策定した

次の全社方針を着実に実行し、計画

の達成を目指します。

1）アナログからデジタル・ネットワー

クへの事業転換を強力に推進するとと

もに「選択と集中／社内外提携」も積

極的に取り組んでいく。

2）全社リソースの再配分と重点投資

を資金とともに人材についても強力に

実行する。

3）社内カンパニー制の実効を上げ、さ

らなるグループの競争力強化のため

に、平成15年4月の分社化・持株会社

化に向けて体制整備を進める。

4）顧客満足向上の視点に立った「品

質向上」を、開発、生産、販売、一体で

推進する。

5）地球環境への取り組みを「環境会

計」の実践を通して徹底する。
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連結� 単体� 連結� 単体� 連結� 単体�

連結・単体売上高 (単位：百万円) 連結・単体経常利益 (単位：百万円) 連結・単体当期純利益 (単位：百万円)

なお、環境問題への取り組みにつき

ましては、当社の事業にとって、地球

環境との調和、共存は重要であるとの

考え方から地球環境保全を最も重要

な経営理念の一つとして活動を継続

してきました。地球温暖化防止対策の

推進と循環型社会への対応を、経済

性を満たす施策により進めておりま

す。特に今年度は、環境リスクマネジ

メントの推進という観点より環境予算

を設定し、併せて環境情報の開示を

積極的に進めます。

グループ全体でこれらの施策を

実行し、国内外にコニカの存在感を

示し、感動を創造する企業を引き続き

目指してまいります。
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9

貸　借　対　照　表
（平成１３年３月３１日現在）

資　産　の　部 金　額

流動資産 １９５,０６０
現金及び預金 ２１,２２４
受取手形 １５,６５６
売掛金 ８７,３０９
有価証券 １,０８１
自己株式 １
製品・商品 ２２,４０９
原材料 ９,８６５
仕掛品 １４,４０８
貯蔵品 ４,０５０
前払費用 ２,３６１
繰延税金資産 ５,７３５
未収入金 ９,８１８
その他の流動資産 １,６７１
貸倒引当金 △５３４

固定資産 ２００,０６１
有形固定資産 ７７,３４３
建物 ２５,１３６
構築物 ２,１１１
機械及び装置 ２８,５５１
車両運搬具 １１４
工具器具備品 ３,４６９
土地 １０,５３５
建設仮勘定 ７,４２５

無形固定資産 ２,７６７
ソフトウェア ２,５４７
その他の無形固定資産 ２１９

投資等 １１９,９５０
投資有価証券 １６,２７２
子会社株式 ８８,０１６
子会社出資金 ５,３５９
長期貸付金 ３,２１７
長期前払費用 １,２２０
繰延税金資産 ５,４１４
その他の投資 ６,０６１
貸倒引当金 △５,６１３

資産の部合計 ３９５,１２２

負　債　の　部 金　額

流動負債 １２６,８６７
支払手形 １３,４７６
買掛金 ４７,２４８
短期借入金 １３,３９０
長期借入金（一年以内返済） ３,５２０
社債（一年以内償還） １５,０００
未払金 ７,７００
未払費用 ２１,６９０
未払法人税等 ７８
前受金 ３５４
製品保証等引当金 １,３６１
事業再編・整理損失引当金 ９８８
その他の流動負債 ２,０５７

固定負債 ７１,３２４
社債 ４５,０００
長期借入金 ４,６５２
長期預り保証金 ２２７
退職給付引当金 ２１,４４４

負債の部合計 １９８,１９２

資　本　の　部

資本金 ３７,５１９

法定準備金 ８６,９１９
資本準備金 ７９,３４２
利益準備金 ７,５７６
剰余金 ７１,４６８
任意積立金 ６６,０７４
特別償却準備金 １８２
圧縮記帳積立金 ２,０２７
別途積立金 ６３,８６４
当期未処分利益 ５,３９４
（うち当期利益） （３,６５３）
評価差額金 １,０２２

その他有価証券評価差額金 １,０２２

資本の部合計 １９６,９３０

負債・資本の部合計 ３９５,１２２

（単位：百万円）
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損　益　計　算　書
（平成１２年４月１日から平成１３年３月３１日まで）

摘　 要 金　額

経　常　損　益　の　部

営業損益の部
営　業　収　益
売　上　高 ３４５,２８４
営　業　費　用
売　上　原　価 ２２１,６３７
販売費及び一般管理費 １０５,８３０

営　業　利　益 １７,８１７

営業外損益の部
営 業 外 収 益 ９,７６４
受取利息及び配当金 ２,７１８
雑　収　入 ７,０４６
営 業 外 費 用 １０,４０６
支　払　利　息 ２,１５７
雑　支　出 ８,２４８

経　常　利　益 １７,１７５

特　別　損　益　の　部

特　別　利　益 １８,５４１
退職給付信託設定益 ８,８７３
固定資産売却益 ８,５１７
子会社株式売却益 １,１５０
特　別　損　失 ３０,４１３
退職給付会計基準変更時差異 ２０,４５１
子会社株式評価損 ４,７６８
投資有価証券評価損 ２,３５８
固定資産売却及び廃棄損 １,５７４
子会社整理損 １,２５９

税引前当期利益 ５,３０３

法人税、住民税及び事業税 ２３
法人税等調整額 １,６２６

当期利益 ３,６５３

前期繰越利益 ３,７０８
中間配当額 １,７８８
利益準備金積立額 １７８
当期未処分利益 ５,３９４

利 益 処 分

（注）平成１２年１２月１０日に、１,７８８,２５８,２１５円（１株につき５円）の中間配当
を実施いたしました。

摘　 要 金　額

当 期 未 処 分 利 益 ５,３９４,２２７,５０７

特別償却準備金取崩額 ３６,４７５,４０７

圧縮記帳積立金取崩額 ２２０,１８４,６５６

別途積立金取崩額 ３,９００,０００,０００

計 ９,５５０,８８７,５７０

これを次の通り処分いたします。

利 益 準 備 金 １８３,３３０,０００

株 主 配 当 金 １,７８８,２６３,８７５

（１株につき５円）

役 員 賞 与 金 ４５,０００,０００

（監査役分３,２００,０００円を含む）

任 意 積 立 金 ３,９７０,８０７,１７６

特 別 償 却 準 備 金 ５０,３５５,３３４

圧 縮 記 帳 積 立 金 ３,９２０,４５１,８４２

次 期 繰 越 利 益 ３,５６３,４８６,５１９

（単位：百万円） （単位：円）
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（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）連結キャッシュフロー計算書

当　期 前　期
I 営業活動によるキャッシュフロー ５０９ ６１２
II 投資活動によるキャッシュフロー △８１ △１１２
I ＋ II フ リー キ ャッシュフ ロ ー ４２８ ５００
III 財務活動によるキャッシュフロー △４２６ △３４０
IV 現金及び現金同等物に係る換算差額 ９ △１０
V 現金及び現金同等物の増加額 １１ １４９
VI 現金及び現金同等物の期首残高 ５５０ ４００
VII 新規連結による現金及び現金同等物の増加額 ４ ─
VIII 現金及び現金同等物の期末残高 ５６５ ５５０

（単位：億円、未満切捨）

連結貸借対照表
（平成１２年３月３１日現在）

勘定科目 当　期 前　期 増　減 増減率（％）
現 金 及 び 預 金 ５５４ ５３６ １８ ３.５
受取手形及び売掛金 １,４０３ １,３８４ １８ １.３
棚 卸 資 産 １,０２２ １,０４２ △１９ △１.９
そ 　 　 の 　 　 他 １９８ ３９５ △１９７ △５０.０
流 動 資 産 計 ３,１７８ ３,３５８ △１８０ △５.４
有 形 固 定 資 産 １,４１８ １,４１１ ７ ０.５
投 資 そ の 他 ５８４ ６４０ △５６ △８.８
固 定 資 産 計 ２,００２ ２,０５１ △４８ △２.４
為 替 換 算 調 整 ─ ８６ △８６ ─
資 産 合 計 ５,１８１ ５,４９７ △３１５ △５.７

（単位：億円、未満切捨）

有 利 子 負 債 １,８１９ ２,１２３ △３０４ △１４.３
支払手形及び買掛金 ７９５ ８７０ △７４ △８.６
そ 　 の 　 他 ９５７ ８７４ ８３ ９.５
負 債 合 計 ３,５７２ ３,８６８ △２９６ △７.７
少 数 株 主 持 分 ６ ０ ６ ─
資 本 合 計 １,６０２ １,６２７ △２５ △１.６
負債・少数株主持分及び資本合計 ５,１８１ ５,４９７ △３１５ △５.７

株 主 資 本 比 率 ３０.９％ ２９.６％ １.３ ─

１株当りの当期純利益 １８円０６銭 ２１円３３銭 △３円２７銭 ─
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連結損益計算書
（平成１１年４月１日から平成１１年９月３０日まで）

（単位：億円、未満切捨）

（単位：億円、未満切捨）所在地別セグメント情報

当　期 前　期 増　減
北 　 　 　 　 米 １,４００ １,３９３ ６
欧 　 　 　 　 州 ７２９ ８５６ △１２７
ア ジ ア 他 ８１１ ７９０ ２１
合 　 　 　 　 計 ２,９４２ ３,０４０ △９８
海外売上高の割合 ５４.１％ ５４.２％ △０.１

海外売上高

当　期 前　期 増　減 増減率（％）
売 　 上 　 高 ５,４３７ ５,６０９ △１７１ △３.１

感光材料関連事業 ３,０６８ ３,２１９ △１５０ △４.７
情報機器関連事業 ２,３９３ ２,４１１ △１７ △０.７
消 去 又 は 全 社 △２５ △２２ △３ ─

売 　 上 　 原 　 価 ３,１９１ ３,２３７ △４５ △１.４
売　上　総　利　益 ２,２４５ ２,３７１ △１２６ △５.３

（率） ４１.３％ ４２.３％ △１.０ ─
販売費及び一般管理費 １,９４０ ２,０４０ △１００ △４.９
営 　 業 　 利 　 益 ３０５ ３３１ △２５ △７.８

（率） ５.６％ ５.９％ △０.３ ─
感光材料関連事業 １９０ １８１ ８ ４.８
情報機器関連事業 ２０１ ２４７ △４６ △１８.６
消 去 又 は 全 社 △８６ △９８ １１ ─

営　業　外　損　益 △１０３ △１４６ ４２ ─
経 　 常 　 利 　 益 ２０１ １８４ １６ ９.１

（率） ３.７％ ３.３％ ０.４ ─
特 　 別 　 損 　 益 △９１ △３２ △５８ ─
税金等調整前当期純利益 １１０ １５２ △４１ △２７.３
法 　 人 　 税 　 等 ４５ ７５ △２９ △３９.３
当 期 純 利 益 ６４ ７６ △１１ △１５.３

（率） １.２％ １.４％ △０.２ ─

（単位：億円、未満切捨）

売上高 営業利益
当　期 前　期 増　減 当　期 前　期 増　減

国　　　　　　内 ４,３６９ ４,３８９ △１９ ３６２ ３３６ ２５
北　　　　　　米 １,２７７ １,３６５ △８８ ２１ ５０ △２８
欧　　　　　　州 ６７１ ７８９ △１１７ △８ ６ △１５
ア ジ ア 他 ４６３ ３３７ １２５ ７ ８ △０
消 去 又 は 全 社 △１,３４５ △１,２７２ △７２ △７７ △７１ △６
合 　 　 　 　 計 ５,４３７ ５,６０９ △１７１ ３０５ ３３１ △２５
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近年、インターネットとデジタルカメラ

の普及により、パーソナルシーンでも

デジタルイメージングのアウトプットや

コミュニケーションのニーズが急速に

高まってきており、より手軽で実用的

なソリューションが求められています。

『コニカ オンラインラボ』は、ネット

プリントサービス、デジタル画像の

Web保管サービス、Web上のコミュ

ニティサービスを中心としたパーソナ

ルユース用のデジタルイメージング

ネットワークサービスです。今回スター

トするサービスは、デジタルイメージ

ングの今後の普及・発展にも対応でき

るベーシックサービスとして、コニカ

が提案するWebソリューションです。

3大サービスは以下のとおりです。

■｢デジタル百年プリントサービス｣

会員登録されたお客様が、『コニカ オ

ンラインラボ』サイトで自宅から画像

をアップロードしプリント注文ができ

るサービスです。画像加工・プリント

13

Konica Topics

研究開発最前線�
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パソコンソフト｢コニカ オンラインラ

ボ工房｣（※１）を使えば、デジタルカメラ

で撮影した画像のプリントやポストカ

ードのような加工プリントを、誰にで

も簡単な操作で注文することができ

ます。

ご注文のプリントの受け取り場所は

『コニカ オンラインラボ』Webページ

にリストアップされた加盟店の中から

お選びいただくことができ、ご自宅に

直送することも可能です（※2）。

■｢オンラインアルバムサービス｣

会員登録されたお客様が自宅のパソ

コンから、1年間50MBまで無料で

コニカのサーバーに画像保存ができ

るサービスです（※3）。

アルバム保存された画像は、お客

様が独自に設定する「パーソナルフォ

ルダ」にアルバム感覚で整理でき、遠

く離れた家族や友だちともインター

ネット上で共有して楽しむことができ

ます。シェアされた画像はインターネッ

ト上からデジタル百年プリントサービ

スのプリント注文も可能です。

■｢オンラインパーク｣（※4）

会員だけでなく非会員の方にもデジ

タル画像の楽しさの領域を広げる、

『コニカ オンラインラボ』のコミュニ

ティ＆アミューズメントWebサイトで

す。例えば、「似顔絵サービス」は、会

員がアップロードした顔写真を似顔絵

にデフォルメしてEメールで添付返信

するASPサービスです。『コニカ オン

ラインラボ』開設当初は無料でお楽し

みいただくことができます。

また、コニカのホームページにもリ

ンクされており、「楽しい写真教室デ

ジタルカメラ編」もご覧いただけます。

デジタルカメラの使い方がわかり易

く解説されており、デジタルイメージ

ングについての理解が深められます。

｢コニカ オンラインラボ工房｣

『コニカ オンラインラボ』サービスを

ご家庭で気軽にお楽しみいただくた

めに作成した画像加工・プリント注文

のためのパソコンソフトのことで、写

真店の店頭を中心にCD-ROMなど

で配布されます。お客様が自宅のパ

ソコンにインストールするだけで、煩

雑なインターネット接続設定を一切行

わずに画像加工やネットプリント注

文、Web上に画像の保管を行うこと

ができます。

また、お客様が｢コニカ オンライン

ラボ工房｣を立ち上げるたびに自動的

に『コニカ オンラインラボ』のセン

ターサーバーにアクセスされバージ

ョンアップされる自動ダウンロード機

能により、つねに更新された最新の情

報・サービスを受けることができます。

デジタルイメージングのWebソリューション
『コニカ オンラインラボ』サービスを開始

※1 ｢コニカ オンラインラボ工房｣はWindows用のアプリケーションソフトです。
※2 直送は別途料金がかかります。
※3 50MB以上、1年間以上の画像保存を希望されるお客様には有料サービスも提供いたします。
※4 ｢オンラインパーク｣は上記コンテンツからスタートし、徐々に充実させていく予定です。
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ニューイヤー駅伝第45回

全日本実業団対抗駅伝競走大会

で初優勝

コニカ陸上競技部（監督酒井勝充）は、

2001年元旦に行われた「ニューイ

ヤー駅伝第45回全日本実業団対抗

駅伝競走大会」（主催：日本実業団陸上

競技連合）で初優勝を飾りました。

新世紀の幕開けとともにさわやか

に群馬上州路を駆け抜けた「コニカの

駅伝チーム」の快走は、全国規模でテ

レビ等で映し出され、正月のお茶の間

に感動を呼び起こしました。当日は、

上州名物空っ風をはるかにしのぐ、嵐

に近い寒風が吹き荒れる中でのレー

スでしたが、各選手は、むしろそれを

“追い風”ととらえ“チャンスを呼び込

む嵐”として歓迎しているかのような

勢いでした。

昨年11月12日に行われた本大会の

予選とも言える「東日本実業団対抗駅

伝競走大会」で初優勝を遂げて以来、

「元旦は、コニカの優勝の可能性大」

との下馬評がうなぎのぼりで、監督

や選手には、言葉には表せないプレッ

シャーもかかっていました。

監督の酒井は、「あくまで5位以内

を目標」と宣言する一方、選手からは

「絶対、優勝を狙う」とやや監督と選手

のとの間に心理面に隔たりがあった

ようです。しかし、監督は、12月29

日、前橋市の宿舎に到着以降はこれ

までとは一転し、「私は、もっと上位を

狙う」と強い意思を表明。大会直前に

は、監督をはじめ、コーチ、各選手は、

「優勝」の二文字だけを視野に大目標

に向かっていました。後日監督は、「早

い時期から選手に過度のプレッシャー

はかけられない」との考えから控えめ

な発言を繰り返したのだと、本心を

語っていました。

本大会には、これまで26回の出場

を果たしていますが、過去の実績では、

44回大会（2000年元旦）の4位が

最高成績であり、今回の優勝は、

1970年のコニカ陸上競技部創部以

来、最高の快挙となりました。
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代表取締役会長 植 松 　 富 司

代表取締役社長 岩 居 　 文 雄

常 務 取 締 役 小 宮 　 　 衞

常 務 取 締 役 小 板 橋 洸 夫

常 務 取 締 役 鈴 木 　 　 繁

取 締 役 相 談 役 米 山 　 高 範

取 　 締 　 役 新 谷 　 恭 將

取 　 締 　 役 神 戸 　 　 勝

常 任 監 査 役 久 保 田 英 夫

監 　 査 　 役 松 本 　 政 之

監 　 査 　 役 若 原 　 泰 之

監 　 査 　 役 加 藤 　 一 昶

執 行 役 員（常務取締役兼務） 鈴 木 　 　 繁

執 行 役 員 小 嶋 　 　 忠

執 行 役 員 森 藤 　 幸 男

執 行 役 員 伊 藤 　 國 雄

執 行 役 員 津 野 田 靖 光

執 行 役 員 坂 口 　 洋 文

執 行 役 員 岩 野 　 駿 平

執 行 役 員 山 口 　 　 尚

執 行 役 員 岩 間 　 秀 彬

執 行 役 員 河 浦 　 照 男

執 行 役 員 齋 藤 　 知 久

理 　 　 事 芳 西 　 　 哲

理 　 　 事 井 沢 　 　 清

理 　 　 事 中 村 　 知 明

理 　 　 事 風 間 源 一 郎

理 　 　 事 椛 澤 　 　 翼

役　　員

会社が発行する株式の総数 ８００,０００,０００株

発行済株式の総数 ３５７,６５５,３６８株

株主数（平成１３年３月３１日現在） ２８,９３６名

（大株主（平成１３年３月３１日現在））

株主名 所有株式数 持株比率
（千株） （％）

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社 ２０,４５８ ５.７

株式会社東京三菱銀行 １７,６５７ ４.９

株式会社三和銀行 １７,６５７ ４.９

朝日生命保険相互会社 １６,５７４ ４.６

東洋信託銀行株式会社 １４,５７０ ４.１

野村信託銀行株式会社 １４,５０４ ４.１

三菱信託銀行株式会社 １１,９３８ ３.３

日本生命保険相互会社 １１,３４０ ３.２

中央三井信託銀行株式会社 ８,５１６ ２.４

安田火災海上保険株式会社 ７,９３０ ２.２

注：上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、日本トラスティ・サービ
ス信託銀行（株）２０,４５８千株、東洋信託銀行（株）４,７１０千株、野村信託銀
行（株）１４,４９７千株、三菱信託銀行（株）９,１４１千株、中央三井信託銀行
（株）８,２７９千株であります。

株 式 の 状 況
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会 社 概 況・株 主 メ モ

創　　　　　業 １８７３年（明治６年）

資 本 金 ３７,５１９百万円（平成１３年３月３１日現在）

従 業 員 数 ４,１８２人（平成１３年３月３１日現在）

本　　　　　社 〒１６３-０５１２東京都新宿区西新宿１-２６-２

関 西 支 社 〒５４２-００８６大阪市中央区西心斎橋１-５-５

札 幌 支 店 〒０６０-０００３札幌市中央区北三条西１-１-１

東 北 支 店 〒９８３-０８５２仙台市宮城野区榴岡５-１２-５５

名 古 屋 支 店 〒４６０-０００８名古屋市中区栄２-３-１

中 国 支 店 〒７３０-００３７広島市中区中町８-６

四 国 支 店 〒７６０-００２５高松市古新町２-３

九 州 支 店 〒８１２-００１１福岡市博多区博多駅前１-４-４

事 業 場 東京（日野・八王子）、小田原、神戸、甲府

決 算 期 毎年３月３１日

公告掲載新聞 日本経済新聞

名義書換代理人 〒１００-０００５東京都千代田区丸の内１-４-３

東洋信託銀行株式会社

同事務取扱所 〒１３７-８０８１東京都江東区東砂７-１０-１１

東洋信託銀行株式会社証券代行部

ＴＥＬ（０３）５６８３-５１１１

同 取 次 所 東洋信託銀行株式会社全国各支店

野村證券株式会社全国本支店

ご 優 待 の ご 案 内

当社では、平成１０年１２月より国内における１,０００株以上の個人株

主の皆様に、下記のご優待を実施しております。

１. 当社製カレンダーの贈呈

当社の中間決算期（毎年９月３０日）時点の国内における１,０００株

以上の個人株主の皆様が対象となります。

２.「コニカフォトクラブ」への割引入会

写真をご趣味とされておられるお客様を対象にしたクラブです。

株主様は、入会金、年会費が割引となります。詳しくは、コニカ

プラザ「コニカフォトクラブ」係（ＴＥＬ：０３-３２２５-５００１）にお問い合

わせ下さい。
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〒163-0512 東京都新宿区西新宿1-26-2 新宿野村ビル

●総務部 TEL. 03-3349-5241●広報室 TEL. 03-3349-5251

（2001年6月発行）http://www.konica.co.jp

この小冊子は再生紙に大豆インキで印刷しました。

どう撮るか　 違いを出そう 写真指導：日本写真家協会会員　山下　勲
ONE
POINT
ADVICE

1. 魚眼レンズで花の接写
このレンズ特有の描写力を利用して主要被写体を強調してみました。

花の接写はマクロレンズという発想を変えてみました。

2. 華やかな物の裏側は
孔雀の雄の求愛行動の後ろ姿です。この写真のようにできるだけ

多くの角度から物を見ることが違いを出すポイントになります。

3. 組み合わせの妙
キリンとダチョウのツーショットです。主人公と何を組み合わせるか

で写真の雰囲気が変わります。花の色と背景の色との組み合わせも

同様です。

あなたの作品が見慣れた写真だねと言われたら、それはどうやら誉め言葉ではないようです。今までと違う写真を
撮るにはちょっと努力が必要です。物の見方や使用する機材など他人とは違った選択が求められます。固定概念に
捕らわれず自由な発想で作品作りにトライしてみましょう。
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